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1. はじめに
ネットワーク外部性とは、同じネットワークに参加するユーザーが
多いほど、そのネットワークに参加するユーザーの便益が高まること
である(Katz & Shapiro, 1985)。例えば、電話機やファックスを一人
だけが持っていても価値はなく、多くのユーザーが使うことによって
価値が高まるといったものであり、ネットワーク外部性の価値とは、
ユーザーの便益という機能面での価値である(山田, 2008)。
延岡(2011)は、デザインやこだわりといった定性的で多義的な価値
を意味的価値と呼んでいる。意味的価値の中身には、ユーザーの特別
の思い入れといったこだわり価値や、自分を表現したり誇示したりす
る自己表現価値がある。ネットワーク外部性のある製品では、多くの
ユーザーが同じものを使うことによってネットワーク外部性が働く
ため便益性は高まるが、ユーザーの意味的価値が下がるといったトレ
ードオフが起きるのではないかということが本稿のリサーチクエス
チョンである。本稿では、ネットワーク外部性のある製品について、
ネットワーク外部性による便益の向上と意味的価値の減少というト
レードオフの関係性をスマートフォンの事例研究を元に考察した。
2. 先行研究
ネットワーク外部性が働く市場における企業の競争戦略について、
企業は critical massを達成するために、大別して２つの戦略をとる
ことができる。ひとつは、他社の追随を防ぎながら自社単独で critical
massを達成しようとするクローズド戦略で、もうひとつは、他社に
模倣してもらい、他社と協力しながら critical massを達成しようと
するオープン戦略である（淺羽 1998）。
延岡（2006; 2011）は、消費財における顧客のこだわりを演出する
価値、生産財におけるソリューション提供の価値などの単なる商品の
機能・スペックを超えた顧客価値である意味的価値を提唱している。
ここで、消費財の意味的価値は、「こだわり価値」と「自己表現価値」
の２つの軸に分割できるとし、生産財の意味的価値としては、顧客企
業の中での問題解決を助けるソリューション価値と、特定の顧客の中
だけでなく、顧客群のネットワークの中で生まれる価値の２軸に分割
している。プラットフォームリーダーは、単に商品の機能を高めるだ
けでなく、標準プラットフォーム（業界標準）を構築・管理・再構築
するための仕組みと組織能力を構築している。それによって、顧客企
業は、最終的にはネットワーク外部性によって創出される顧客価値
（意味的価値）を期待して、単純な機能的価値を超えた対価を支払う。
3. 研究方法
本稿では、事例対象として、iOSと Androidという 2種類の OS
を搭載したスマートフォンを取り上げる。一般的に携帯電話市場はネ
ットワーク外部性が働く市場であるが(山田, 2008)、iPhoneと
Android携帯端末の開発では、それぞれ別々の戦略を取っている。
iOSの開発は、他社の追随を防ぎながら Apple社単独で行うクロー
ズド戦略を取り、Androidでは、他社と協力しながら開発を進めるオ
ープン戦略を取っている。こうした、iOSと Androidという２つの
規格間の競争があるなかで、ユーザーに対する便益と意味的価値をど
のように創出できているかを検討する。iPhoneと Android携帯端末
を使用しているユーザーに対するアンケート結果から分析する。
4. 事例研究
スマートフォンを利用している 1700人の個人利用者に対して、詳細
な利用実態調査を行ったところ、情緒的な価値を示す項目において、
いずれも Androidが iPhoneよりも高い値になっているのに対し、機
能性を重視しているユーザーが iPhoneには多いことが分かる。
Androidユーザーでは、全キャリアから多くの端末が販売されている
ため、機種の選択に幅があり、「デザイン」「色」「形状」など、情緒
的な価値が重視されている。ところで、一般的な経済学の理論におけ
る単純なモデルを用いれば、ネットワーク外部性のある製品が、どの
ような需要曲線を表すのかは、普及率に依存すると規定される。ネッ
トワーク外部性があるときの需要曲線を考えると、十分に普及した状
態では、シェアの高い方のWTPが低くなることが示されている。ス
マートフォンでは、基本使用料・パケット料金・付加使用料の総額を
WTPと見なすことができる。スマートフォン市場では、Androidの
シェアの方が高いにも関わらず、WTPが iPhoneよりも高くなって
いる。これは、ネットワーク外部性による機能的な価値と違った価値
が関与している可能性を示唆している。
5. 考察
Androidという OSは消費財か生産財か、という観点で考えると、
OSそのものは消費者に売るわけではなく、Androidという製品をス
マートフォンメーカーまたはアプリ開発者へ提供しているというこ
とから生産財であるといえる。Androidを OSという生産財としてと
らえた場合、メーカーに対して価値を提供する必要がある。そのため
ネットワーク外部性により生産財の意味的価値を高めることができ
るが、消費者への価値創出は、スマートフォンメーカーが行う必要が
あるため、Androidそのものが消費者への価値を高めているわけでは
ない。一方、Appleはメーカーでもあるため、iPhoneの価値を直接
ユーザーへ訴求できる。Appleは iOSという OSをメーカーに提供
しているのではなく iOSを使ったスマートフォンである iPhoneを生
産しユーザーへ提供しているメーカーでもある。Googleは、オープ
ン戦略を取り、多くのメーカーを囲い込むことでネットワーク価値を
高め、生産財の意味的価値を高めているが、Appleは生産財の意味的
価値という概念をあてはめることができない。Appleはクローズド戦
略により自社製品しか iOSを搭載した商品がないため、ユーザーは、
iPhoneなら iPhone用に調整されたアプリケーションが使える環境
にあり便益性が高い。一方、Androidはオープンな OSのため、多数
企業の参入による規格内競争によって多種多様な機種が市場に出て
おり、ユーザーにとっては、同じ Androidでも他人が使用していな
い機種を使うといった、特定の商品に対するこだわりや見せびらかし
の価値などの意味的価値を提供することができる。
6. 結論とインプリケーション
これまで、ネットワーク外部性については、機能面について議論さ
れることが多かったが、意味的価値の側面から議論されることはなか
った。本稿では、iOSと Androidについて比較研究を行い、考察を
加えることにより、ネットワーク外部性を働かせながら、意味的価値
も高めることができる製品を創出する可能性を探ることができた。ネ
ットワーク外部性の価値は、製品の機能における絶対的な優位性から
決まるものではないが、意味的価値の高低によっても決まるである。
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2第1章 はじめに
ドラッカーが「イノベーションをイノベーションたらしめるものは、科学や技術そのも
のではない。経済や社会にもたらす変化である。消費者、生産者、市民、学生その他の
人間行動にもたらす変化である。イノベーションが生み出すものは、単なる知識ではな
く、新たな価値である。」1と述べているように、製品の価値は作り手側の労力や期待と
は別の、顧客の主観的で個別の評価にさらされた結果としての反応であり、それは主観
的であるがゆえに、必ずしも合理的とはいえない。しかしながら、どのような条件のも
とで製品価値に対する顧客の評価が変化するかという大きな流れは分析的に論じるこ
とができる。本稿では、ネットワーク外部性による製品価値の向上という議論をベース
に、より不確実で定性的な（あるいは場面特殊的な）製品価値のマネジメントについて、
スマートフォン市場の事例研究を通じて考察することを目的としている。近年、急速に
その市場が拡大しているスマートフォンは、世界中の人々の生活スタイルを変えたイノ
ベーションである。そしてスマートフォンの価値は、そのユーザー数によって影響を受
けてしまうというネットワーク外部性が製品価値に影響を及ぼす製品カテゴリーであ
る。ネットワーク外部性により便益が高まる市場では、いかにしてネットワークの規模
（＝ユーザー数）を大きくするかが競争優位の源泉となるといわれている。従来の議論
では、携帯電話のネットワーク外部性は通信事業者による電話回線ネットワークの囲い
込みに焦点があてられてきたが、スマートフォンにおいては、音声通信よりも非通話通
信が重視され、具体的には、スマートフォン OS 毎に異なるアプリケーションとその流
通手段であるアプリ販売サービス(iOS の App Store や Android の Google Play など)を利
用するユーザーの数がネットワーク外部性による便益をもたらしている点で、携帯電話
の新たな価値創造のプロセスを示しているといえよう。さらに、ユーザーだけでなく、
アプリケーション開発事業者の数によっても、ネットワーク外部性の影響を受けるもの
になっている。一方で、機能・性能が顧客の認知レベルを超えるほど向上した市場では、
機能差・性能差による製品差別化は有効ではなく、製品に主観的で情緒的な価値（意味
的価値）を持たせることが有効であるといわれている。こうした価値は、主に顧客の製
品に対するこだわりや他者への自慢（見せびらかし）であり、希少性が高いほうが意味
的価値を形成しやすいと考えられる。本稿では、ネットワーク外部性が有効であり、か
つ意味的価値が重要な市場において、ネットワークの規模と価値がどのような関係にあ
るのかを分析する。さらに、国内のスマートフォン市場における価値の創造について考
察を加えることにより、日本企業のものづくりについて、どのようなインプリケーション
1 ピーター・F・ドラッカー （2001）上田 惇生 （訳）『マネジメント[エッセンシャル版] -
基本と原則』ダイヤモンド社
3があるかについても考察することを目的とする。主観的な価値の定義としては他にも感性
価値、情緒的価値、ブランド価値など様々なものがあるが、ここでは便宜的に最も包括
的な概念と思われる意味的価値の語を用いることにする。
4第2章 先行研究
本論に入る前に、ネットワーク外部性が製品価値に与える影響に関する先行研究と製品
価値の質的側面に関する議論として、延岡（2006 ; 2011）の機能的価値と意味的価値に関す
る先行研究の２つについて概観し、本稿の考察のポイントを明らかにする。
第1節 ネットワーク外部性に関する先行研究
ネットワーク外部性とは、同じネットワーク（あるいは規格）に参加するユーザーが
多いほど、そのネットワークに参加するユーザーの便益が高まることである(Katz and
Shapiro, 1985)。また、外部性とは、ある経済主体が財・サービスを生産したり、消費し
たりする行為が、他の経済主体に対して付随的な効果を、市場機構を媒介することなく
及ぼす現象である。ネットワーク外部性がある製品では、ある技術や規格がいったんシ
ェア上で優勢になると、その規格の製品を購入した方の利便性が高いため、雪だるま式
にユーザーが増えて行くというパターンが生じる。例えば、電話機やファックスを一人
だけが持っていても価値はなく、多くのユーザーが使うことによって価値が高まるとい
ったものであり、ネットワーク外部性の価値とは、ユーザーの便益という機能面での価
値である(山田, 2008)。つまり、ネットワーク外部性によるユーザーの便益は、その製
品をどれだけ多くの人が使用するかによって左右されるのである。もしネットワークに
n 人がいて、そのネットワークの価値が他のユーザーに比例するならば、ユーザー全員
に対するネットワークの価値の総計は n × (n - 1) = n2 – n に比例する。例えば、単一の
ユーザーに対するネットワークの価値が同じネットワークの他のユーザーにとっては1
ドルであるとすると、規模が 10 のネットワークでは価値の総計がおよそ 100 ドルとな
る。さらに規模が 100 のネットワークではおよそ 10,000 ドルの総価値となり、ネット
ワークの規模が 10 倍になると、その価値は 100 倍になるのである(Shapiro and Varian,
1999)。さらに、ネットワーク外部性の効果は機能面に限られるものではなく、他の人
も買っているから自分も買うといったバンドワゴン効果による情緒的な価値の側面も
ある(Leibenstein, 1950)。バンドワゴンとは行列の先頭をいく楽隊車を意味し、バンドワゴ
ンに乗るとは、時流に乗る、多勢に与するということをいう。Leibenstein(1950)によれば、
バンドワゴン効果とは反対に、他者が自分と同じ財を利用すると、自分の効用が低下する
スノブ効果や、価格が高ければ高いほど自分の効用が増すヴェブレン効果もあるとしてい
る。
ネットワーク外部性には、 直接的効果と間接的効果がある。直接的効果とは、ユー
ザー数の増加自体が財から得られる便益を増加させる効果で、典型的な例として電話の
加入者を挙げることができる。電話に加入する目的は他の人と交信することであるため、
5最も重要な要因は交信可能な人数であり、加入者が多くなればなるほど、その電話のネ
ットワークの魅力が増すことになる。一方、ネットワーク外部性の間接的効果とは、当
該財に対する「補完財」が多様または低価格になるために間接的にユーザーの便益を増
加させる効果である。ここで補完財とは、ある財に対して、それと組み合わせて使用す
ることによってユーザーの便益を高めるような製品・サービスのことである（Katz and
Shapiro 1985）。この間接的効果は、ハードウェアとソフトウェアを組み合わせて使用す
る財に典型的に生じる。コンピュータのハードウェアとソフトウェアや、ＤＶＤプレイ
ヤーとＤＶＤソフトの関係がその例で、両者がお互いのシェアに影響を与える。ハード
とソフト、機器と消耗品、メディアとコンテンツなどは、お互いが存在することによっ
てユーザーの便益を高めているという意味で典型的な補完財である。ソフトウェアはハ
ードウェアの補完財であり、その販売量はハードウェアの保有台数が増えるにしたがっ
て増大する。保有台数の多いハードウェア向けのソフトウェアは、大きな販売量が期待
されるために開発が進み多様なソフトが取り揃えられる結果、ハードウェアの魅力を増
すことになる。補完財を取り扱う補完業者が存在していれば製品の価値が向上すること
になるのである。
ネットワーク外部性が働く市場では、通常の製品市場とは異なり、「Winner takes all
（一人勝ち）」の現象が生じやすくなる。Winner takes all とは、ひとたびある製品が業
界標準を獲得しそうな兆しが現れると、ユーザーの購買がその製品に集中することをい
う。ここには、プラスのフィードバックが生じており、生産側でも同じ製品を次々に供
給するようになり、さらにますますユーザーを引き付ける。そのため、プラスのフィー
ドバックはネットワークの規模をより一層拡大させるのである。逆に、他の製品が支配
的になることが分かると、自分と同じ製品ユーザーは少なくなるため、通信できる相手
が限られたり、補完財が高価になったりすることで、便益を被れなくなると、生産側で
もその製品の供給を避けるようになり、ユーザーがますます遠ざかっていくマイナスの
フィードバックが生じることもある。ネットワーク外部性によるプラスのフィードバッ
クが働きだすためには、ある規格の製品が獲得しているユーザー数が一定水準を超えな
ければならず、これを「クリティカル・マス（critical mass：閾値）」という。
ネットワーク外部性が働く市場における企業の競争戦略について、企業はクリティカ
ル・マスを達成するために、大別して２つの戦略をとることができる。ひとつは、自社
技術を他社に利用させることを避け、自社製品を単独で開発し、他社の追随を防ぎなが
ら自社単独でクリティカル・マスを達成しようとするクローズド戦略で、もうひとつは、
自社技術を広く他社に模倣してもらい、他社と協力しながらクリティカル・マスを達成
しようとするオープン戦略である（淺羽, 1998）。クリティカル・マスに達するためには、
圧倒的な顧客価値を実現することが、その要件となる。クローズド戦略では、なるべく
早期に、より機能や品質の優れた製品をより低価格で供給することが基本となる。オー
プンな環境下で利益を上げていくためには、オープン戦略で標準を獲得しつつ、一部分
6をクローズド化することで、ある程度の利益の確保を可能にしていく、オープンとクロ
ーズドのミックスした戦略も考えられる。製品の面でも補完財の面でもオープン戦略を
とることで成功している企業の多くは、プラットフォーム・リーダー（Gawer and
Cusumano, 2002）となることで、市場で支配的な地位を獲得し、業界のリーダーとして
の役割を主体的に担っている。
第2節 機能的な価値と意味的な価値に関する先行研究
一般に、「製品やサービスの本質部分での差別化が困難になり、企業の側がいくら差
別化に向けて努力しても顧客の側がほとんど違いを見出すことができなくなった状況」
のことをコモディティ化という（恩蔵, 2007）。楠木( 2006)は、製品がコモディティ化し
ていく中で、価値次元の可視性という言葉で製品の感性的要素を重視し、消費者の感性
に訴える製品を開発することの重要性を訴えている。コトラー（2008）によれば、顧客
の感情に訴えかける情緒的な価値は、それを高めることに成功すれば、機能的価値の場
合以上に顧客ロイヤルティ向上に貢献するとしている。つまり、情緒的価値を訴求する
ためには、デザインやストーリー、感情や感動など、文字や言葉にすることが難しい要
素に磨きをかけることが重要となる。また、デザインについては、「デザインとはスタ
イルより大きなコンセプトである。スタイルとはただ製品の外観を指す。センセーショ
ナルなスタイルは人目を引いても、必ずしも製品をよりよく機能させるとは限らない。
スタイルと違って、デザインは表面的なものだけを意味するものではなく、製品の本質
にかかわるものである。」としている。さらに、コトラーは、「あるニーズを満たす製品
は多数存在する。これら製品選択集合から特定製品を選ぶには、ニーズを詳細に分析し
てみなくてはいけない。そのニーズから製品を選んでいくのは、その製品の価値による。
しかし価値だけでは選択は終わらない。最後は価格も考慮して決められる。」としてい
る。また、Utterback et al.(2007)によれば、デザインは製品が持つ機能・品質・価格
などと同様に製品価値を構成する重要な要素であるとしている。
Schimitt(1999)は、顧客が企業やブランドとの接点において、実際に肌で感じたり感動
したりすることにより、顧客の感性や感覚に訴えかける価値として経験価値を提唱し、
「経験とは、ある刺激に対する反応として起こる個人的な出来事」であるとしている。
また、経験価値を「五感に働きかける感覚的経験価値（SENSE）」、「感情や気分に働き
かける情緒的経験価値（FEEL）」、「創造性や認知に働きかける知的経験価値（THINK）」、
「肉体的経験価値とライフスタイル全般にはたらきかける行動的経験価値（ACT）」、「準
拠集団や文化との関連づけに働きかける関係的経験価値（RELATE）」の５つのモジュ
ールに分類し、顧客の消費をライフスタイルにおけるコンテクストとして捉え、消費の
意味づけを行っており、五感に訴える経験価値の提供の重要性が議論されている。さら
に、Hirschman and Holbrook（1982）によれば、快楽的消費を商品の消費における消費者の
7五感、イメージ、情動の喚起と位置づけ、従来の消費者研究は、耐久消費財の選択のよう
に消費者の選択行動の分析に注力されてきたが、実用性ではなく、五感、イメージ、情動
といった快楽的価値が重視されるとした。
ドラッカーによれば、「イノベーションに対する社会の受容度も、知覚によって知る。客
にとっての価値も、そのようにして知る。自らのアプローチの仕方が、やがてそれを使う
ことになる人たちの期待や習慣にマッチしているかいないかも、知覚によって感じとる。
こうして初めて、『やがてこれを使うことになる人たちが、そこに利益を見出すようになる
には、何を考えなければならないか』との問いを発することができる。さもなければ、せ
っかくの正しいイノベーションも間違った形で世に出ることになる」2として、知覚といっ
た主観的な価値の重要性を述べている。さらに、製品やサービスにためらいなく支払える
価格を決定づけている商品は何か、これを理解している顧客はほとんどいないという調査
結果も出ている（D’Aveni, 2007）。主観的な価値は、顧客の視点ということもできる。ドラ
ッカーは顧客視点について、「マーケティングの理想は販売を不要にすることである。マー
ケティングが目指すものは、顧客を理解し、顧客に製品とサービスを合わせ、おのずから
売れるようにすることである。すぐにでも買えるようにすることである」とし記している3。
このように先行研究の多くは顧客視点をマーケティングの観点から論じているが、マー
ケティングの着目点は市場にあり、企業内部の組織や戦略に焦点があてられていない。
そこで、延岡（2006; 2008; 2011）は、消費財における顧客のこだわりを演出する価値、
生産財におけるソリューション提供の価値などの単なる商品の機能・スペックを超えた
顧客価値である意味的価値を提唱している。意味的価値は、消費財と生産財の両方にお
いて存在するのである。ここで、消費財の意味的価値は、「こだわり価値」と「自己表
現価値」の２つの軸に分割して考えることができるとしている。「こだわり価値」とは、
商品のある特定の機能や品質に関して、顧客の「特別の思い入れ」から商品が機能的に
持つ価値を超えて評価される価値であり、「自己表現価値」とは、商品のある特定の機
能や品質を顧客が実際に所有・使用すること自体で完結する価値ではなく、他人に対し
て自分を表現したり誇示したりできることに関する価値である。つまり、こだわり価値
は、顧客自身の中で閉鎖した形で生まれる価値であり、顧客にとって内向きの価値で、
自己表現価値は、他者との関係において創出される価値なので、外向きの価値というこ
とができる。生産財の意味的価値としては、顧客企業の中での問題解決を助けるソリュ
ーション価値と、特定の顧客の中だけでなく、顧客群のネットワークの中で生まれる価
値の２軸に分割している。生産財の意味的価値における内向きの価値は、顧客企業の中
での問題解決を助けるソリューション価値で外向きの価値は、特定の顧客の中だけでな
2 ピーター・F・ドラッカー （2007）上田 惇生 （訳）『イノベーションと企業家精神 (ド
ラッカー名著集)』ダイヤモンド社
3 ピーター・F・ドラッカー （2007）上田 惇生 （訳）『断絶の時代 (ドラッカー名著集)』
ダイヤモンド社
8く、顧客群のネットワークの中で生まれる価値であるとしている。プラットフォーム・
リーダーは、単に商品の機能を高めるだけでなく、標準プラットフォーム（業界標準）
を構築・管理・再構築するための仕組みと組織能力を構築している。それによって、顧
客企業は、最終的にはネットワーク外部性によって創出される顧客価値（意味的価値）
を期待して、単純な機能的価値を超えた対価を支払う。また、沼上（2009）は、どのよ
うな製品・サービスにも「製品そのものの価値」と「多数派に所属することによる価値」
という２つの側面に分けた上で、前者を製品品質、後者をネットワーク外部性と呼び、
「製品の価値＝製品品質＋ネットワーク外部性」となると指摘している。ここに製品や
通信サービス以外の分野、例えば食品へのネットワーク外部性の一部適用化の可能性も
示唆されている。ソフトウェアや携帯電話、携帯音楽プレイヤーなどの製品は、製品品
質も重要であるが、ネットワーク外部性が非常に強く競争状況を決めるものが多いとし
ている。本稿では、戦略論をベースに企業内部のプロセスや戦略にも焦点をあてている
ため、同じスタンスをとる延岡（2011）の意味的価値をとる。
9第3章 研究方法
第1節 リサーチクエスチョン
先行研究レビューで見てきたように、既存のネットワーク外部性に関する研究では、
ネットワーク外部性の便益や機能性の側面からの研究がほとんどであり、情緒的な価値
の側面からの議論はなされていない。情緒的な価値は製品単品としても存在しており、
デザインやこだわりといった定性的で多義的な価値を延岡(2011)は意味的価値と呼んで
いる。意味的価値の中身には、ユーザーの特別の思い入れといったこだわり価値や、自
分を表現したり誇示したりする自己表現価値がある。ネットワーク外部性のある製品で
は、多くのユーザーが同じものを使うことによってネットワーク外部性が働くため便益
性は高まるが、ユーザーの意味的価値が下がるといったトレードオフが起きるのではな
いかということが本稿におけるリサーチクエスチョンである（図表１）。ネットワーク
外部性のある製品では、ネットワーク効果が高まると便益が向上するが、意味的価値が
小さくなり、逆に、ネットワーク効果が低くなると便益が減少し、希少性が増すため意
味的価値が大きくなると考えられる。そこで、ネットワーク外部性による便益の向上と
意味的価値の減少というトレードオフの関係性を国内におけるスマートフォンの事例
研究を元に考察する。
図表１：一般的な製品とネットワーク外部性のある製品の価値
（出展：延岡(2011)を参考に筆者作成）
第2節 研究対象
本稿では、ネットワーク外部性のある製品について、事例研究をもとに考察する。ス
マートフォンは、パーソナルでポータブルな製品であり、かつモバイルという特性があ
るため、他人への見せびらかしや自己表現といった価値を出しやすい製品であるため、
事例対象としてスマートフォンを選択する。スマートフォン市場においては、NTT ド
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コモと au のユーザーどうしをつなぐネットワークではなく、スマートフォンの基本ソ
フトウェアである iOS と Android を基盤として、ユーザーとアプリケーション開発業者
などをつなぐネットワークどうしの競争になっている。一般的に携帯電話市場はネット
ワーク外部性が働く市場であるが(山田, 2008)、iPhone と Android スマートフォンの開発
では、それぞれ別々の戦略を取っている。iOS の開発は、他社の追随を防ぎながら Apple
社単独で行うクローズド戦略（App Store 以外のアプリ配信をキャリアに禁じているこ
ともふくめて）を取り、Android では、他社と協力しながら開発を進めるオープン戦略
（GooglePlay は課金と配信のプラットフォームのひとつにすぎない）を取っている。こ
うした、iOS と Android という２つの規格間の競争があるなかで、ユーザーに対する便
益（機能的価値）と意味的価値をどのように創出できているかを検討する。iPhone と
Android スマートフォンを使用しているユーザーに対するアンケート結果（「スマホ白書
2012」と「情報通信白書平成２４年度版」による 2 次データ）から分析する。iPhone
は、基本的に白と黒の 2 色のみだが、Android スマートフォンはメーカーから多くの端
末が生産されているため種類が豊富なのが特徴である。また、iPhone と Android スマー
トフォンの本体価格や月々の支払額といったデータを用い、スマートフォンにおける
WTP を定義し、比較分析することにより、iPhone と Android スマートフォンがスマート
フォン市場において、どのような価値を創出できているのかを検証する。本稿では、iOS
を基本ソフトとして搭載するスマートフォンを iPhone、Android OS を基本ソフトとして
搭載するスマートフォンを Android スマートフォンと呼ぶことにして、以下、議論を進
めていく。
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第4章 事例研究
本稿では、事例対象として、iOS と Android という 2 種類の OS(基本ソフト)を搭載し
たスマートフォンを取り上げるため、スマートフォンの市場状況とこれまでの開発状況
をみたあと、事例研究を行う。
第1節 スマートフォン市場の状況
「情報通信白書平成２４年度版」によれば、世界の携帯電話販売台数に占めるスマート
フォンの販売台数の比率は、2011 年に約 27％に達しており、この比率は拡大を続けて
いる。さらに、2015 年には世界市場において 5 割を超えると予想されている。また、
スマートフォンの販売台数については、2011 年の 4 億 7,000 万台から 2016 年には 13 億
台にのぼると予測されている。世界市場におけるスマートフォンの販売台数ベースを見
ると、OS については、2009 年には、Symbian（Nokia 社製）が 47％、BlackBerry（RIM
社製）が 20％であったのに対し、2011 年は、Android（Google 社製）が 46％、iOS（Apple
社製）が 19％、Symbian が 19％となっている。端末メーカー別の比較では、2009 年で
は Nokia 社と RIM 社が同程度のシェアを獲得していたが、2011 年では、Apple 社と
Samsung 社がそれぞれ 19％となっている。2012 年の世界におけるスマートフォンの出荷
台数は 7 億台になり、Samsung 社が 28.6％、Apple 社が 21.4％、以下、Nokia と Huawei がと
もに 7.1％、LG 電子が 5.7％となっている。日本のスマートフォン市場の状況については、
2011 年では、OS 単位のシェアは世界市場と同様で Android が 45％、iOS が 21％となっ
ており、端末メーカー別の比較では、Apple 社が 21％、シャープ 19％、富士通 17％、
パナソニック 11％、NEC が 9％となっている。移動体通信事業の動向をみると、2011
年では、携帯電話契約者数シェアは、NTT ドコモが 47％、KDDI が 27％、ソフトバン
クモバイルが 22％となっている。
● Apple 社 のビジネスモデル
Apple 社は、「革新的なハードウェア、ソフトウェア、周辺機器、サービスとインター
ネットを通じて、最高のユーザーエクスペリエンスを顧客に提供する」ことをミッショ
ン・ステートメントの中で述べている。iPhone、iPad の浸透により、株式時価総額 1 位
になるなど、スマートフォン・タブレット端末の普及により企業価値が高まっている（雨
宮, 2012）。同社の現在の主要な収益源は、iPhone、iPad をはじめとする主力端末製品の
販売であるといわれる。しかし、各製品の販売と同時またはその間の期間で、iTunes（音
楽・動画配信）、iBooks（電子書籍配信）や App Store（アプリストア）といったプラッ
トフォームや関連コンテンツの提供を開始している。端末に搭載されるアプリとマーケ
ットとの間の連携性を確立し、対象コンテンツの範囲を音楽、動画、電子書籍と広げ、
12
端末利用を通じて得られるユーザーの便益全体を向上させるとともに、事業としての収
益性も同時に高めているところである。App Store の運営については、iPhone、iPad 端
末の魅力を高めて、ユーザーや開発者をそのエコシステムの中に取り込むことが目的で
ある。アプリやコンテンツを購入するためには、Apple 社に登録し、同社を通じた決済
を行う必要がある。Apple 社は、ハードを売ってソフトで儲けるという一般的な収益モ
デルとは逆に、きわめて低いアプリや音楽配信の料金を設定し、ソフトを安く売ってハ
ードで儲けるという収益モデルをとっている。Apple 社はモバイル業界におけるAndroid
関連企業を始めとする競合他社を標的とした訴訟を、近年になって多数起こしており、
最近 2 年間に限っても、Nokia 社、Motorola 社、HTC 社、Samsung 社を提訴している。
その一方で、Apple 社はこれらの提訴先から逆提訴を受けている他、パテント・トロー
ルとされる一部企業の標的にもなっている。
Apple 社は、2010 年に 652 億 2500 万ドルの売上高を達成している。この売上高の内
訳を見ると、PC 事業が 26.8％、iPod およびその他の関連製品・サービス事業が 20.3％、
iPhone およびその他の関連製品・サービス事業が 38.6％、iPad およびその他の関連製
品・サービス事業が 7.6％、その他となっている。iPhone 関連事業の売上高は 251 億 7900
万ドルに達しており、Apple 社のトップセールス商品となっている。
● Google 社 のビジネスモデル
Google 社の使命は、「世界中の情報を整理し、世界中の人々がアクセスできて使える
ようにすることです。」となっている。 Google 社は、検索サービスだけでなく、各報
道機関のニュースが検索できる「Google ニュース」、書籍の内容が検索できる「Google
ブックス」、地図サービスの「Google マップ」、メールサービス「Gmail」、ワープロや
表計算ソフトなどが使える「Google ドキュメント」などウェブ上で各種サービスを提
供し、それをグローバルに広がるインターネット利用者に無料で提供している。主要な
収益源は、各サービスへのユーザートラフィックに基づく広告収入（AdWords 等）で
あり、多様なサービスやアプリ等がユーザーにとっての魅力になっている。近年は、パ
ソコン、スマートフォン・タブレット端末、テレビなどの各種端末でオープン OS プラ
ットフォームを横断的に構築し、多様なコンテンツを提供可能とする戦略を指向してお
り、同社のアプリストアを経由しないアプリ配信を可能とするなど、Apple 社と比較し
てオープンな仕組であるといわれている。同社のストア等を通じてアプリ、コンテンツ
を購入する場合には、基本的には同社に登録し課金システムを利用する必要があるが、
日本の移動体通信事業者が提供する Android スマートフォンにおいては、通信事業者が
提供する料金課金・回収代行を使用することも可能となっている。Google 社では、す
べての情報が基本的にオープンで、エンジニアが共有できるようになっており、20％の
時間を自由研究に使うこと（20％ルール）で、絶えず新規開発のアイデアが生まれる仕
組みのなかからイノベーションを生むチームマネジメントが出来上がっている。Google
社は IBM 社から約 1,000 件の特許を買収し（Nortel Networks 社の保有特許の入札には失
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敗）、Motorola Mobility 社の買収により 17,000 件の特許を入手するなど、Microsoft 社（約
18,000 件）や Apple 社（約 4,000 件）と比較して圧倒的に小規模と言われる特許ポート
フォリオ（約 770 件）の拡充に努めている。Google 社は 2010 年に 293 億 2100 万ドル
の売上高を達成しており、この売上高の内訳を見ると、Google 直営サイトを通じた広
告事業が 66％、AdSense プログラムを通じたパートナー経由の広告事業が 30％、その
他の事業が 4％となっており、広告事業収入が全収入の 96％を占めている。
第2節 iPhoneと Androidスマートフォンの開発
スマートフォンでは、様々なアプリケーションが利用できるようにするために OS（基
本ソフト）を搭載している。携帯電話では機種ごとに異なる OS を採用していたが、ス
マートフォンでは汎用の OS が採用されている。汎用 OS を採用すればアプリケーショ
ンは OS に対応して作ることができるので、各社共通にすることが可能となる。iPhone
が搭載している OS は、Apple 社が独自に開発した iOS という OS である。Android は、
Google 社がスマートフォン用に開発した OS であり、オープンソースであることが特徴
となっている。この Android の根幹部分は Google が開発するものの、搭載する製品は
メーカーが独自に開発できるように仕様が公開されている。これは、iOS が Apple 社の
iPhone や iPad のような自社製品にのみ搭載できるのと大きく異なっている。
Arthur(2012)によると、 Apple 社の携帯電話の開発は、2005 年からとなっている。2005
年 2 月に、Apple 社の CEO スティーブ・ジョブズは、自社製の携帯電話を作る計画を明か
しており、2006 年末には、携帯電話の開発に向けて準備を進めていた。この時点で決まっ
ていたのは、iPhone という名称だけで、実際の開発には着手できておらず、ソフトウェア
開発チームとハードウェア開発チームが完全に分かれ、両チームは最後まで顔を合わせる
ことはなかったといわれている。Apple 社には携帯電話用ソフトウェアを開発した経験もな
ければ、無線などの多様な要件を扱ったこともなかったため、スティーブ・ジョブズは Apple
社に革新的な携帯電話を開発する能力があると強調し、iPhone に全く新しい携帯電話であ
ることを求めていた。
一方、Google 社は、iPhone に対抗すべく、キーボードを採用した携帯機器の計画を進め
ていたが、キーボード型のインターフェースの開発を直ちに中止し、タッチスクリーン型
のインターフェースへ切り替えた。その頃、Apple 社は世界中の通信事業者との提携を進め
ていた。iPhone は、メール、ブラウザ、アドレス帳、カレンダー、グーグルマップ、YouTube
などの個別アプリがあり、開発者たちは iPhone 用のアプリ開発に意欲を見せた。ソフトウ
ェア開発キット（SDK）やアプリケーションプログラミングインターフェイス（API）は、
iPhone の既定機能のみで、従来型の形態電話のように閉鎖的だった。2007 年 11 月、Google
社はオープンハンドセットアライアンス（OHA）を発表した。OHA は、Google 社がモバイ
ル OS を携帯電話メーカーに無料で提供し、HTC、モトローラ、Ｔモバイル、クアルコムな
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ど合計 34 社がこれを支持していた。自社のソースコードを厳重に守っていた Apple 社とは
違ってメーカーに OS のソースコードへのアクセスを許可した。ライセンス料金はかからず、
携帯電話の製造実績を求められることもない。基準となるデバイスを作って Google 社の承
認を受ければ、好きなだけ製造して、通信事業者や消費者に販売することができる。機能
を追加したり削除したりして差別化することも自由となっている。2007 年 7 月から 2008 年
6 月まで、iPhone は 541 万台の売れ行きであり、その翌年度の iPhone の売上は 2025 万台だ
った。2008 年 7 月、Apple 社は iPhone3G を発表した。価格は従来の半額で、3G 接続と GPS
機能を追加していた。2009 年 7 月までに、6 万 5000 種類のアプリのダウンロード件数は累
計 15 億件を突破していた。iPhone は 2008 年以降、売上あるいは利益ベースでスマートフ
ォン市場の大きなシェアを獲得しており、ソニー・エリクソンとモトローラは、アジアを
除いた地域における２大メーカーとして君臨していたが、iPhone の登場後は売上も利益も
激減した。2007 年初めでは、ノキア、モトローラ、サムソン、ソニー・エリクソン、LG の
5 大メーカーが携帯電話全体の 85％を占めていた。そしてこのうち、スマートフォンは全
売上の 7％にも満たなかった。2009 年第 4 四半期、Android は好調な売れ行きを見せており、
同期の Android 携帯の世界販売台数は 400 万台弱だった。LG、モトローラ、サムソンはい
ずれも 2009 年に、ソニー・エリクソンは 2010 年中ごろには Android 携帯を扱うようになっ
た。2010 年末の時点で、全機種を対象とした 5 大携帯電話メーカーは、ノキア、サムソン、
LG、RIM、Apple 社だった。2010 年 4 月、Apple 社は同年の第 1～3 四半期の業績を発表し、
iPhone の販売台数は 1860 万台で、売上は 123 億ドルにのぼった。Apple 社は 4 年も経たな
いうちに売上規模で世界最大の携帯電話会社にのし上がっている。
Apple 社は創業後一時退職していたスティーブ・ジョブズから彼が開発した NeXT を購入
し、６年の歳月を経て Mac OS X を開発し、2007 年に Mac OS X をベースとした iOS を開発
したという経緯があり、iOS は Apple 社のベースとなる技術の OS となっている。Apple 社
は Mac OS X での 10 年の実績があり、そこで蓄積した技術を iOS という形で実現したため、
Mac OS X で開発した資源もスムーズに利用することができる。Google 社は自らによる OS
開発経験がないため、既に汎用的な技術である Java を利用し、Android を開発した。 iOS
は Apple 社がオープンにしていないところが多いので、多くの場合、開発者は自由にすべて
の API を利用することができないため、iOS の多くの機能は Apple 社だけしか利用できない
が、逆に Android はオープンソースであり、開発者は自由にすべての API を利用することが
できる。
第3節 スマートフォンユーザーへのアンケート結果の分析
「情報通信白書平成２４年度版」では、スマートフォンの普及と端末別の利用者の利用動
向の関係について分析するため、スマートフォン端末ユーザーについて、ウェブアンケー
ト調査を実施している。このウェブアンケート調査では、端末選択時においてどの要素を
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重視しているか、各端末利用者に質問しており、各項目の重視度について、それぞれ点数
化し平均値を算出した上でプロットしている。約1100名のスマートフォンユーザーに対し
て、「携帯電話（フィーチャーフォン）からスマートフォンに乗り換えた理由について
お選びください。スマートフォンが初めて買った携帯電話である場合や、2 台目などで
購入した場合は、購入理由についてお選びください。」と質問し、最も決め手になった
項目について回答を得たところ、「パソコンと同じ画面でネットの閲覧ができる」が
22.1％、「周囲（家族・友人など）がスマートフォンを使っている」が13.7％、「端末の
デザインが格好いい」が9.0％、「無料でさまざまな情報・コンテンツ・アプリが利用で
きる」が6.8％、「画面が大きくて見やすい」が6.2％、「端末のブランドが気に入ってい
る」が6.2％となっている。また、「スマホ白書2012」では、最新のモバイル利用状況を
把握するための調査を実施しており、約9万人に対するスマートフォン利用率の調査を
実施するとともに、3300人の個人携帯電話利用者に対して、詳細な利用実態調査を行っ
ている。その結果、購入時に重視した点では、「スマートフォンである」が60.7％で最
も高く、以下、「デザイン」が58.5％、「料金プラン」が34.5％、「色」が33.8％、「通信
会社」が30.6％と続いている。このように、スマートフォンを購入する際には、利便性
があるという機能的価値と、デザインやブランドといった情緒的な価値の両方が決め手
となっていることが分かる。
そこで、「スマホ白書 2012」によると、iPhone ユーザーと Android ユーザーそれぞれ
に対して、行われたアンケート結果が報告されており、iPhone ユーザーと Android ユー
ザーとで何を重視しているのかを分析することができる。3300 人の個人携帯電話利用
者のうちスマートフォンを利用している 1700 人の個人利用者に対して、詳細な利用実
態調査を行ったところ、「現在利用している機種を購入する際に重視した項目（複数回
答）」の結果では、iPhone ユーザーは「デザイン」が 54.5％、「色」が 24.1％、「形状」
が 23.1％となり、Android ユーザーでは「デザイン」が 62％、「色」が 40.4％、「形状」
が 33％となっている。情緒的な価値を示す項目において、いずれも Android が iPhone
よりも高い値になっているのに対し、OS に関する項目で、iPhone ユーザーは「iOS で
ある」が 59.3％、Android ユーザーでは「Android である」ことが 40.4％になっており、
さらに、iPhone ユーザーは「容量の大きさ」が 15.4％、「タッチ・パネル」が 28.5％と
なり、Android ユーザーでは「容量の大きさ」が 10.7％、「タッチ・パネル」が 23.8％と
なっている。容量の大きさや OS における機能性を重視しているユーザーが iPhone には
多いことが分かる。Android ユーザーでは、全キャリアから多くの端末が販売されてい
るため、機種の選択に幅があり、「デザイン」「色」「形状」など、情緒的な価値が重視
されている。
「情報通信白書平成２４年度版」では、458 名の iPhone ユーザーと 684 名の iPhone
以外のスマートフォンユーザーについても、ウェブアンケートを行い、端末選択時にお
いてどの要素を重視しているか、各端末利用者に質問し、重視度に対する回答について、
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それぞれ点数化し平均値を算出している。OS シェアを考えると、Android と iOS 以外
のシェアが少ないことから、iPhone 以外のスマートフォンユーザーは、そのほとんどが
Android スマートフォンユーザーであるとみなすことができる。ここで、スマートフォ
ン端末選択時の重視度の結果を見ると、「デザイン」「キャリアブランド」「メーカー
ブランド」について、iPhone よりも iPhone 以外のスマートフォンユーザーの重視度が
高く、「OS」「豊富なアプリ」「ネットサービスの利用」については、iPhone ユーザ
ーの方が重視度が高い。デザインやブランドといった情緒的な価値が、端末選択時の決
め手になっていることが分かり、Android スマートフォンユーザーについて、その傾向
が顕著にみられており、iPhone ユーザーは機能性を重視していることがアンケート調査
結果から分かる。
第4節 スマートフォンにおけるWTP
一般的な経済学の理論における単純なモデルを用いれば、ネットワーク外部性のある製
品が、どのような需要曲線を表すのかは、ネットワークへの参加者数を全体の数で割っ
た普及率に依存すると規定される（Varian 2010）。ここで、Katz and Shapiro(1985)のモデ
ルを用い、単純な需要と供給の曲線を使って、ネットワーク外部性のモデル化を試みる。
まず、個人が参加可能なネットワークが１つあるとし、個人 i がそのネットワークに加入し
ようかどうか考えているとする。qiをその個人の加入・非加入を表す変数とし、qi=1 なら加
入、qi=0 なら加入しない状態を表すとする。また、個人 i がネットワークに加入することの
価値 wiは、ネットワークへの参加者数を全体の数で割った普及率 f に依存することとする。
さらに、個人 i がネットワークの利用から得る効用は、ネットワークがもたらす効用 wi と
普及率 f の積として表されると仮定すると、fwi で表すことができる。これは、個人がある
財の消費から得る効用がその財を他の個人が多く消費していればいるほど高まるというネ
ットワーク外部性の存在を定式化するものとなっている。ここで、このネットワークを利
用するための費用を c とすれば、個人 i の選択は、
qi = 0 (fwi<c のとき),
qi = 1 (fwi>c のとき)
と表すことができる。c が固定されているとして、均衡される場合を考えてみる。普及率が
f のとき、ネットワークに加入する限界的な個人について考えてみると、wiの高い個人から
順にネットワークに加入すると考えられるから、最後の加入者 j については、fwj = c が成り
立つ。さらに、wiは 0 から 1 までの間に一様分布しているとすると、普及率が f ということ
は、限界的な個人 j については、wj = 1 - f でなければならない。そこで、この式を上式に代
入すれば、f (1 - f) = c となり、費用 c の下での均衡を表す式となる。
ネットワーク外部性のある製品の市場における規格競争を考えると、一旦優位な地位を
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得た規格が市場を独占してしまう、いわゆるロック・イン状況が発生することが多い。ロ
ック・インとは、既存のネットワークに加入していたユーザーが、新規のネットワークに
参加するときにスイッチングコストが発生すると、そのユーザーを既存のネットワークに
拘束する方向に作用することになり、そのネットワークから移動することが困難になって
くる現象である。ここで、スイッチングコストとは、ユーザーが製品の購入元を変更する
際に、変更しないときと比べて労力や資源を余分に投入する必要がある場合、その余分な
労力や資源のことである。典型例として、家庭用 VTR における VHS とベータの競争と、
DVD プレーヤーの規格争いがあげられる。規格がからむ製品では、どれだけ多くのユーザ
ーが自分と同じ規格を使っているかが重要となる。
図表２は、横軸に普及率fをとり縦軸にWTP(Willingness to Pay:支払い意思額)をとった
関係を表し、放物線を描いているのは、需要曲線で、横の平行な線が供給曲線を表して
いる。WＴＰというのは、顧客が支払いたいと思う水準を意味している。図表２から明
らかなように、均衡点は３つ存在し、これら複数個の均衡点は安定的なものと不安定な
ものに分かれる。B点の均衡は不安定で、B点における普及率がよりわずかに高いとこ
ろから出発すれば、より多くのユーザーについてネットワーク利用がそのWTPを上回る
ため、ネットワークに加入するユーザーが増加し、ネットワークの普及率が上昇して、
C点に至る。A点とC点においては、均衡に向かう方向に動くため、安定的である。2つ
の安定的な均衡がある状態では、一旦、何らかの刺激で、ネットワークに接続している
人の数に変動が加わると、不安定な均衡を超えて普及率の高い均衡に押し上げられる。
臨界点に到達した場合、ネットワークは左側の低位均衡から右側の高位均衡に押し上げ
られる可能性が生まれる。
図表２：ネットワーク外部性のある需要曲線
（出展：Varian(2010)より筆者作成）
ネットワーク外部性を伴う市場において、ネットワークに接続されている人数が少な
ければ、個人と通信する人が少ないため WTP は小さくなる。ネットワークに接続されて
いる人数が多い場合、より高い価値をもつ他の個人がすでにネットワークにいるため、
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WTP は小さくなる（Varian, 2010）。つまり、ネットワーク外部性があるときの需要曲線
を考えると、十分に普及した状態では、シェアの高い方の WTP が低くなることが示さ
れる。
スマートフォンのユーザーにおける支払い意思額を考える場合、本体実質価格を
WTP と見なすことができる。日経トレンディ（2012 年 5 月号）4では、2011 年 12 月中旬
以降に発売された、各社の主要な Android スマートフォンの機種が掲載されており、図表３
の通りとなっている。
図表３：各社の主要な Android スマートフォンの機種と本体価格
キャリア 製品名 メーカー 本体価格※
NTT ドコモ ARROWS X LTE F-05D 富士通 実質 38700 円
NTT ドコモ MEDIAS LTE N-04D NEC 実質 13230 円
au ARROWS Z ISW11F 富士通 実質 29280 円
NTT ドコモ Xperia acro HD SO-03D ソニー 実質 30870 円
NTT ドコモ AQUOS PHONE SH-06D シャープ 実質 33390 円
NTT ドコモ MEDIAS ES N-05D NEC 実質 28350 円
NTT ドコモ P-04D パナソニック 実質 31080 円
au Xperia acro HD IS12S ソニー 実質 27720 円
NTT ドコモ PRADA phone by LG L-02D LG エレクトロニクス 実質 49500 円
ソフトバンク 102P パナソニック 実質 25920 円
NTT ドコモ Xperia NX SO-02D ソニー 実質 28350 円
au MOTOROLA RAZR IS12M モトローラ 実質 15120 円
ソフトバンク DELL Streak Pro 101DL デル 実質 21120 円
※端末の価格は、新規契約・一括払いでの購入を前提に、毎月の利用料を割り引く各社の施策を加味し、
本体価格から 2 年（24 カ月）分の割引の合計額を差し引いた実質負担額を記載した。
（出展：日経 TRENDY, 2012/05 号, 29 ページ「春モデルのアンドロイドスマホ、どれが買い？」）
一方、iPhone については、新規 の場合の本体実質価格は、ソフトバンクモバイルと au
の両方とも、32GB で 10320 円、64GB で 20640 円となっている。このことから分かるよう
に、Android スマートフォンの方が、iPhone よりも高い値を示している。
さらに、スマートフォンでは、月々の基本使用料・パケット料金・付加使用料の総額
を WTP と見なすこともできる。
図表４：au の料金プラン
キャリア au
基本料金 プラン(IS)シ プラン Zシ プラン SSシ
4日経 TRENDY, 2012/05 号, 29 ページ「春モデルのアンドロイドスマホ、どれが買い？」を
参照した。
19
ンプル
７８０円
ンプル
９８０円
ンプル
９８０円
付加使用料 IS NET
３１５円
IS NET
３１５円
IS NET
３１５円
パケット代 IS フラット
５４８０円
IS フラット
５４８０円
IS フラット
５４８０円
月額料金 ６５５５円 ６７５５円 ６７５５円
（出展：日経 TRENDY, 2012/10 号「スマートフォンで下げる ドコモ新プランは年間１万円の得？ 光回線とのセット
割ならａｕが最安」）
図表５：ソフトバンクモバイルの料金プラン
キャリア ソフトバンクモバイル
Android iPhone 4S
基本料金 ホワイトプラン
９８０円
ホワイトプラン
９８０円
付加使用料 S!ベーシックパック
３１５円
S!ベーシックパック
３１５円
パケット代 パケットし放題フラット
５４６０円
パケットし放題フラット
４４１０円
月額料金 ６７５５円 ５７０５円
（出展：日経 TRENDY, 2012/10 号「スマートフォンで下げる ドコモ新プランは年間１万円の得？ 光回線とのセット
割ならａｕが最安」）
図表６：NTT ドコモの料金プラン
キャリア NTT ドコモ
FOMA Xi
基本料金 タイプシンプルバ
リュー７８０円
タイプ SSバリュー
９８０円
タイプ Xi にねん
７８０円
タイプ Xi にねん
７８０円
付加使用料 ｓｐモード
３１５円
ｓｐモード
３１５円
ｓｐモード
３１５円
ｓｐモード
３１５円
パケット代 パケホーダイフ
ラット
５４６０円
パケホーダイ
フラット
５４６０円
Xi パケホーダ
イフラット
５９８５円
Xi パケホーダ
イライト
４９３５円
月額料金 ６５５５円 ６７５５円 ７０８０円 ６０３０円
（出展：日経 TRENDY, 2012/10 号「スマートフォンで下げる ドコモ新プランは年間１万円の得？ 光回線とのセット
割ならａｕが最安」）
ここで、各社のAndroidスマートフォンの料金プランとソフトバンクモバイルのiPhone
について、基本料金・パケット料金・付加使用料の総額を比較すると、ソフトバンクモ
20
バイルのiPhoneは月額料金が5705円と一番価格が低いことが分かる（図表４；図表５；
図表６）。また、Android を搭載しているNTTドコモ Xperiaとソフトバンクモバイル
HTC Desireについて、本体価格・通話プラン・パケット料金プランから試算した月々の
総額をiPhoneと比較してみると、iPhoneでは5705円と試算されるのに対し、NTTドコモ
Xperiaは8589円、ソフトバンクモバイル HTC Desireは6085円となる報告もある5。スマ
ートフォン市場について、OSシェアで見た場合、Androidが45％、iOSが21％となって
おり、スマートフォン市場では、Androidのシェアの方が高いにも係わらず、WTPが
iPhoneよりも高くなっているのである。これは、ネットワーク外部性による機能的な価
値と違った価値が関与している可能性を示唆している。
延岡（2011）によれば、機能的価値によって決まる価格水準と、実際の価格との差異
が意味的価値であると定義している（図表７）。Android スマートフォンは、多種多様な
機種を創出することにより、ネットワークの大きさによって決まる価値よりも高い価値
を創出できていると考えられる。顧客は、スマートフォンがもつ機能の価値よりも高い
価格を支払うのである。一般に、どのような市場でも、機能性が同じなら同じ価格に収
れんされる傾向があり、消費者はより高い機能性に、より多くの対価を支払う傾向が見
られるため、これらの要因により、機能性によって決まる価格は、右肩上がりの直線に
なりやすい。すなわち、主要機能によって価格が決定されている場合、顧客は客観的に
基準が定まった機能的価値に対して対価を支払うが、機能と価格の関係から乖離してい
る場合、商品がもつ機能の価値よりも、顧客は高い価格を支払うのである。例えば、
D'Aveni (2009)は、ハーレー・ダビッドソンの製品に対して、市場のすべての製品の価格
と基本ベネフィットを対比させて、ベネフィットに対する予想される価格ラインをグラ
フ化する「価格とベネフィット分析」を行ったところ、日本のメーカーのモデルのほう
が同じ価格で８～１２％のパワーが大きかったにもかかわらず、ハーレー・ダビッドソ
ンの顧客は、パワーが１０％少ない製品に対して、３０％以上高い価格を支払っている
分析結果が得られたことを示した。そして、このようなプレミアム価格となる理由を、
二次的なベネフィットやブランドイメージが存在するからとしている。
5日経 TRENDY, 2010/11 号, 33～35 ページ掲載「料金プラン徹底比較－パケット料金の差で
ソフトバンクが最安に」
21
図表７：機能的価値と意味的価値の位置づけ
（出展：延岡(2011)をもとに筆者作成）
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第5章 考察
第1節 スマートフォンにおける意味的価値
Android という OS は消費財か生産財か、という観点で考えると、OS そのものは消費
者に売るわけではなく、Android という製品をスマートフォンメーカーまたはアプリ開
発者へ提供しているということから生産財であるといえる。Android を OS という生産
財としてとらえた場合、メーカーに対して価値を提供する必要がある。そのためネット
ワーク外部性により生産財の意味的価値を高めることができるが、消費者への価値創出
は、スマートフォンメーカーが行う必要があるため、Android そのものが消費者への価
値を高めているわけではない。Android という製品を提供されたメーカーがスマートフ
ォンを生産し、それがユーザーに提供されるという流れである。一方、Apple 社はメー
カーでもあるため、iPhone の価値を直接ユーザーへ訴求できる。Apple 社は iOS という
OS をメーカーに提供しているのではなく iOS を使ったスマートフォンである iPhone を
生産しユーザーへ提供しているメーカーでもある。Google 社は、オープン戦略を取り、
多くのメーカーを囲い込むことでネットワーク価値を高め、生産財の意味的価値を高め
ているが、Apple 社は生産財の意味的価値という概念をあてはめることができない(そも
そも価値を提供する相手方がいない)。Android では、延岡（2008）で言うところの、ネ
ットワーク外部性によって創出されるメーカーに対する意味的価値、すなわち顧客群の
ネットワークの中で生まれる価値を創出することができているのである。ネットワーク
外部性によって創出される意味的価値は、広い範囲の顧客と取引があることを活用して、
価値を創出することが可能になるのである。
ここで、プラットフォームの考え方に着目する。プラットフォームとは、異なる 2 種
類のユーザー・グループを結びつけ、1 つのネットワークを構成するような製品・サー
ビスである。これらは、「市場の 2 面性」または「ネットワークの 2 面性」と呼ばれる
が、例えば、コンピュータの OS はコンピュータ・ユーザーとアプリケーション開発者
をつなぐのである。Gawer and Cusumano(2002)によれば、プラットフォームは「一つの
システムが 1 社またはそれ以上の企業が製造するパートで成り立っているとき、このよ
うなシステムの核として機能し、そのときにこそ価値が最大化するような基盤製品のこ
と」としている。また、「異なる 2 種類の利用者・グループを結びつけ１つのネットワ
ークを構築するような製品やサービス」（Eisenmann, Parker, and Van Alstyne, 2006）とす
る定義もある。また、プラットフォームは、2 種類だけでなく、多種類のユーザー・グ
ループを結ぶ場合もある。例えば、DVD は、「コンテンツ・プロバイダー」「DVD プレ
イヤー・メーカー」「ユーザー」という３者間の橋渡し役となっている。こうした多種
類のユーザー・グループを結びつけるプラットフォームは、マルチサイド・プラットフ
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ォームと呼ばれる。２種類のユーザー・グループを結びつける場合は、ツー・サイド・
プラットフォームと呼ばれる。iOS と Android OS をプラットフォームとして考えた場
合、iOS は、ユーザー、アプリケーション開発事業者、キャリア（NTT ドコモ、au や
ソフトバンクモバイルなどの移動体通信事業）の３つを結びつけているマルチサイド・
プラットフォームとなっており、一方、Android OS は、ユーザー、アプリケーション開
発事業者、キャリア、さらに端末メーカーを加えた４つを結びつけているマルチサイ
ド・プラットフォームである。プラットフォームでは、２つのネットワーク効果がある
とされており、それらは、サイド内ネットワーク効果とサイド間ネットワーク効果と呼
ばれている。サイド内ネットワーク効果は、ユーザーの数が増えると、そのユーザーが
属するグループにとって、プラットフォームの価値が向上あるいは下落する現象であり、
サイド間ネットワーク効果は、片方のユーザーが増加すると、もう片方のユーザー・グ
ループにとってプラットフォームの価値が向上あるいは下落する現象である。３つのサ
イドを持つ iOS プラットフォームと４つのサイドを持つ Android OS プラットフォーム
では、より多くのサイド間でのネットワーク外部性が働くことにより、サイド間ネット
ワーク効果の効き方が、Android OS の方が大きいと考えられる。より多くのサイドを持
つ方が多様なサービスとサービス供給業者のネットワークを作り出し、プラットフォー
ムの価値を向上させることが可能であるためである。このため、iOS と比べて Android
OS の方が、価値の創出を増大させやすい。iOS と Android OS のどちらについても、ユ
ーザー・開発者などが共存共栄するソーシャル・プラットフォームを提供しており、エコ
システムが形成されている。ポータ一によれば、イノベーションを占有して競争相手を
できるだけ少なくするという方針はいつも正しいとは限らず、競争相手が増えることで、
技術が改善され市場が拡大するという効果もあるとしている。すなわち「よい競争相手」
を作り出すという考え方である（一橋大学イノベーション研究センター, 2001；Porter,
1985）。「よい競争相手」をもつことの利点として、例えば、特定の半導体メーカーに
依存することを嫌う企業は、もうひとつ別の会社から同じ半導体を調達できることを条
件にしたりし、同業他社であれば、新たな市場を立ち上げるためのコストを分担するこ
ともできる。また、業界標準を獲得するために賛同する競合を増やし、多くのユーザー
を獲得することは、ネットワーク外部性の高い商品では重要であるとしている。Google
社は、Android スマートフォンメーカーの規格間競争のなかに「よい競争相手」を創出
し、競争優位を築きあげているのである。
Gawer and Cusumano(2002）によれば、プラットフォームがユーザーやサードパーテ
ィのニーズに応じてプラットフォームを変化させ続けるためには、組織・経営資源が整
備されていることが必要であるとしており、プラットフォーム・リーダーが取るべき戦略
として、次の４つのレバーを提示している：①企業の範囲（何を自社で行い何を外部企業
に任せるか）、②製品技術（アーキテクチャ、インターフェース、知的財産の情報をど
こまで他社に開示するか）、③外部補完業者との関係（外部補完業者との協調と競争、
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合意形成、利害対立に関する意思決定）、④内部組織（組織をどう設計するか）。Cusumano
（2012）による４つのレバー分析では、第 3 や第 4 のレバーについてはプラットフォー
ムを取る企業がいかなる立場を取るかは明確だが、第 1 や第 2 のレバーについての選択
は複雑になっているとしている。Apple 社は自社工場での生産を取りやめて、台湾に本
社を持つ世界最大の EMS であるフォックスコンに製造委託しているが、自らは製品企
画・技術開発と基本設計に専念し、基本的にはクローズド戦略を取っている。Apple 社
はクローズド戦略により自社製品の iPhone・iPad・iPod Touch しか iOS を搭載した商品
がないため、ユーザーは、iPhone なら iPhone 用に調整されたアプリケーションが使え
る環境にあり便益性が高い。一方、Android はオープンな OS のため、多数企業の参入
による規格内競争によって多種多様な機種（Samsung 社の Galaxy、ソニー・モバイルの
Xperia など）が市場に出ており、ユーザーにとっては、同じ Android でも他人が使用し
ていない機種を使うといった、特定の商品に対するこだわりや見せびらかしの価値など
の意味的価値を提供することができる（ポテンシャルがある）。さらに、Android は、キ
ャリア及びメーカーに対するネットワーク外部効果があり、サイド間ネットワークが
iPhone よりも大きい。
第2節 意味的価値の機能的価値への変換
Abernathy and Utterback (1978)は、イノベーションを「製品イノベーション」と「工程
イノベーション」の2種類に分けて捉えた。製品イノベーションとは、製品そのものと
各種の要素技術に関する技術進歩をもたらすイノベーションで、一方、工程イノベーシ
ョンは、製品を生産するための工程（プロセス）に関する技術進歩をもたらすイノベー
ションである。さらに、２種類のイノベーションの組み合わせで、「流動期」「移行期」
「固定期」という３つの段階を経るとしている。流動期には、製品として持つべき機能
と要素技術、全体としてのデザインが明らかになる、支配的なデザインである「ドミナ
ント・デザイン」が登場する。携帯電話が主流だったときに、スマートフォンについて
少なくとも初期段階の客観的な価値基準が決まっていない段階で登場したiPhoneは、そ
の後のスマートフォンのデザインを形作ったということでは、スマートフォンのドミナ
ント・デザインである。D’Aveni(2007)によれば、Apple社が2007年当時、iPhoneを発売
したときは、携帯電話市場にウルトラ・プレミアムという新しいニッチ市場を開拓した
としている。つまり、携帯電話製品を機能性と価格でプロットすることで得られる予想
価格線とiPhoneの価格を比較すると、はるかに上の価格付けを行っていたのである。し
かしながら、現在のiPhoneの価格について、スマートフォンの基本的な機能・スペック
である容量を横軸にして価格との関係を見ると、容量によって価格が決定されており、
機能的価値がiPhoneの価値の中心になっている（図表８）。つまり、ユーザーは客観的
に基準が定まった機能的価値に対して対価を支払っているのである。iPhoneの登場後、
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Apple社は、iPhoneの重さを軽くしたり、薄くしたりするなど基本機能を向上するだけ
にとどまり、意味的価値の向上に向いていない。初代iPhoneは、Apple社がスマートフ
ォンを出したことが新鮮な驚きだったが２代目は３Ｇ回線への対応で通信速度が向上
され、３代目はCPUの強化、４代目は960×640ドットのRetinaディスプレイによる画質
の向上と、２代目以降は機能性の追及が行われた6。
図表８：iPhone の容量による本体価格
（出展：各ホームページより筆者作成）
Teece(1986)によると、イノベーションの専有可能性を左右する要因としては、「ドミ
ナント・デザイン」、「法的な保護」、そして「補完的な資産」の重要性とその保有状況
があるとしている。法的保護とは、開発された技術の所有権が法律でどの程度保護され
るかが重要で、支配的なデザインがあらわれると競争は価格へとシフトし、模倣しにく
さが鍵となる。さらに、生産・物流・サービスなどの補完的な資産がないと市場で勝者
になれないと指摘している。すでに見たように、iPhoneはスマートフォンの「ドミナン
ト・デザイン」となっており、「補完的な資産」としては、Apple社はすでにiTunesやApp
Storeなどで関連コンテンツの提供を開始し、きわめて低いアプリや音楽配信の料金を設
定し、ソフトを安く売ってハードで儲けるという収益モデルにより、iPhoneに搭載され
るアプリとマーケットとの間の連携性を確立している。iTunes Storeは、音楽のみならず、
映画、テレビ番組、ポッドキャスト、iPod向けゲーム、iPhone・iPad・iPod touch向けア
プリケーション配信などのサービスを提供しており、さらに、Apple TVでは無線・有線
LANを通じて映画などのビデオコンテンツをiTunesからテレビ配信できるようになっ
ている。また、映画会社、テレビ番組開発業者、音楽レーベルやアプリ開発業者などと
6 福多利夫（2011）『スマートフォン戦争』毎日コミュニケーションズ（マイコミ新書）に
詳しい記述がある。
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も提携しており、iPhoneを登場させる前に、「補完的な資産」を保有していたのである。
さらに、「法的な保護」については、Apple社の知的財産権の獲得状況を見てみる。米国
特許の件数でいえば、例えば、Samsung社と比較すると、Apple社とは圧倒的な差がある。
1980年～2011年9月の間に公開された特許公報は、Apple社が7610件なのに対し、Samsung
社は8万3254件と、10倍以上の開きがある。Apple社の特許は、タッチ・パネル分野だけ
が群を抜いて強く、その他の分野は件数が少ない。一方、Samsung社は各分野における
特許の件数の多さが目を引き、有機蛍光体分野で特許件数が多く、ディスプレイを制御
する駆動回路の分野に非常に強い特許を持っている。さらに、Apple社のタッチ・パネ
ル分野の特許とデザイン特許を出願年で調べると、iPhoneを投入した2007年に集中して
いることが分かる7。iPhoneの投入に合わせて特許やデザイン特許を増やしていたという
ことであり、Teece(1986)による「法的な保護」を知的財産により強化していたことが分
かる。
Apple 社が、イノベーションの専有可能性のある iPhone という製品を登場させた当時
は、携帯電話が大多数のなかにスマートフォンという新しいカテゴリーを形成したので
ある。Apple 社は、ネットワーク外部性の間接効果が強い製品の場合には補完財で儲け
るのが常識だとされていた時代に、補完財の価格は安くする代わりに、製品自体の販売
で儲ける収益モデルを実現した。iPhone は、最初は形式化できない意味的価値であった
と考えられるが、競合企業ができる限り形式知に変えて理解し、模倣をしようとしてき
たのである。意味的価値と機能的価値について、野中・竹内（1996）の知識創造理論の
観点から考えると、機能的価値が形式知で、経験価値が暗黙知であると考えることがで
きる。形式知とは明示的な知であり、数値などにより表現が可能で、他人にもわかりや
すいような形式的・論理的言語によって伝達可能な知識であり、暗黙知とは、特定の状
況に関する個人的・経験的な知識で、熟練・ノウハウなどの行動スキル、思いや視点ス
キルである（野中・遠山・平田, 2010）。知識創造理論の中では、暗黙知は主観的でコ
ンテクストに依存した知識、形式知は客観的な知識とするフレームワークが出されてい
る。つまり、顧客の主観的・感性的な価値観を反映したり、コンテクスト依存な特徴を
もっていたりする意味的価値は、暗黙知の特徴をもつと思われる。また、知識創造理論
では、共同化（socialization）、表出化（externalization）、連結化（combination）、内面
化（internalization）という４つのフェーズを経て、暗黙知の中身が表出化され形式知に
変わる「SECI モデル」が基本モデルとして提示されているが、それと同様に、意味的
価値も機能的価値に変換する場合があると考えられる。企業が競争優位性を保つために
7日経エレクトロニクス, 2012/05/14 号, 110 ページ掲載「ＡｐｐｌｅとＳａｍｓｕｎｇのスマ
ホ特許訴訟－和解に向けた協議開催で合意」、日経エレクトロニクス, 2011/12/26 号, 71～79
ページ掲載「Ａｐｐｌｅ対Ｓａｍｓｕｎｇ 訴訟合戦の先にあるもの－数頼みの特許戦略
からの転換点に」、日経エレクトロニクス, 2011/10/03 号, 44～53 ページ掲載「＜変質するＡ
ｎｄｒｏｉｄ＞ 脅かされる“無償”と“自由”－戦略を持ってＧｏｏｇｌｅと付き合う」
を参照。
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は、意味的価値と機能的価値の相互交換が継続的に行われる必要があり、意味的価値の
機能的価値への変換は、より多くの人へ新しい知識の創造を可能にするが、組織の外へ
も、知識が移転されやすくなる。たとえば、iPhone について考えると、その操作性など
は、最初は形式化できない意味的価値であっても、競合企業ができる限り形式知に変え
て理解し、模倣をしようとしてきた。野中・遠山・平田(2010）によれば、iPod につい
て iPod の価値は Apple 社が提案した段階では暗黙知だったが、つまり、Apple 社が Apple
らしさという明確には把握できないものを、これまでに蓄積した暗黙知から生み出され
たとし、Apple 社に競争力を与えたが、形式知となった時点で競合企業にも模倣される
点を指摘している。つまり、意味的価値から機能的価値に変わるとしている。これは延
岡(2011)による意味的価値の定義とも整合的である。延岡は、意味的価値は顧客や競合
企業ですら価値の本質（あるいは価値の次元）を見抜けない状態であると定義し、これ
まで意味的価値とされてきたものの本質が競合企業に理解され、模倣されるようになっ
た時点で、そうした価値は機能的価値に変化していると述べている。
第3節 スマートフォンにおける競争戦略
山田(2008)によれば、補完製品を伴う製品の競争戦略において、図表９のような４つ
の利益源泉が考えられる。象限Ａは、製品を販売した時点で利益を上げるモデルで、機
能向上とコスト低下の同時追求を矢継ぎ早な製品投入によって行う。象限Ｂは、製品本
体で顧客を囲い込み、ソフトや消耗品で利益を稼ぐ戦略で、ゲーム機の補完製品である
ゲーム・ソフトが典型例である。象限Ｃは、オープン化により顧客を囲い込み、有償サ
ービスで稼ぐ戦略である。さいごに、象限Ｄは、顧客を囲い込んだ後、ソフトや消耗品、
関連製品で利益を稼ぐ戦略である。Apple 社は、iOSを搭載した製品を、iPhone、iPhone3G、
iPhone4、iPad と矢継ぎ早に投入し、アプリでも利益を上げる象限Ａ・Ｂの戦略を取っ
ている。Google 社は、Android をオープン化し顧客を囲い込んだ後、アプリ開発でも稼
ぐ象限Ｃ・Ｄの戦略を取っている。つまり、Apple 社の戦略は現在は強いが、Google 社
は将来に向けた戦略ということができる。
図表９：補完製品を伴う製品の競争戦略
（出展：山田(2008)より筆者作成）
現在 将来
製品本体 Ａ Ｃ
補完製品 Ｂ Ｄ
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沼上（2009）によれば、ネットワーク外部性が高い製品の競争については、既存のマ
ーケティング戦略の定石がうまく機能しない可能性が高いとしている。ネットワーク外
部性の比重が高い製品・サービスの場合、すでにより大きな市場シェアをもつリーダー
の地位は圧倒的に強力である。ネットワーク外部性の高い業界でリーダーになっている
企業は多数派に支持されているのだから、チャレンジャーがどのような攻撃を仕掛けて
も、その地位は微動だにしないはずである。そのため、既存の製品・サービスのカテゴ
リー内では、チャレンジャーが差別化によって市場シェア・トップを奪取することは難
しい。つまり、既存の競争戦略論におけるチャレンジャーの定石「差別化」は、ネット
ワーク外部性の比重が高い分野では有効性を発揮しにくいのである。携帯音楽プレイヤ
ーの世界では、外部者の Apple 社が iPod によって既存業界リーダーであるソニーのウ
ォークマンに対して優位な競争を展開した。「ネットワーク外部性の高い業界では、差
別化による先手というよりも、外部者による新規格の創出という先手が重要であり、そ
の新規格が決定的に魅力的であれば、ワンショットの先手で決定的な勝利を獲得できる
可能性がある。」（沼上, 2009）としている。
これまでネットワーク外部性が高い製品の規格間の競争において主張されてきたこ
とは、規格競争局面においては、1つの規格が他の規格を凌駕してしまい、市場におけ
るいわゆるデファクト・スタンダードとして定着するということであった（浅羽，1998 ;
山田，2008）。すなわち、ネットワーク外部性による効果を有効にする戦略は、業界で
定石となっている収益モデルである（山田, 2012）。家庭用ビデオにおける VHS 方式、
パソコンの OS における Windows などの例をあげることができる。ところが、スマート
フォン市場においては、Apple 社の iPhone が市場をほぼ独占していたにも係わらず、後
発であるAndroidスマートフォンにシェアを奪われているのである。規格間の競争には、
２つのフェーズがあるとされており、異なる規格間での業界標準を巡る規格間競争と、
業界標準獲得後に、同一規格内での競争が続く規格内競争である。延岡（2006）も、最
初に自社と供給企業や補完企業が連合軍として付加価値を創造した後、連合軍の中で価
値を取り合う競争をするとしている。iOS と Android OS との競争を見てみると、iOS と
Android OS には、それぞれアプリケーションソフト開発業者があり、協力関係にありな
がら、端末メーカーは Android OS という同じ規格のなかで争いが行われている。Android
OS は規格内競争も行いながら、iOS との規格間競争も行っており、規格間競争後に規
格内競争が起こるとされていたこととは異なる（図表１０）。例えば、淺羽(1998)によ
れば、パソコン業界の競争と協力関係では、規格間競争の時代に IBM 互換機メーカー
は業界標準を確立するために IBM と協力関係にあったのが、IBM 互換機が業界標準に
なった後に、規格内競争（互換機内の競争）が行われるとしている。延岡（2006）によ
れば、ドミナント・デザインには、技術的ドミナント・デザインと市場的ドミナント・
デザインの２種類があるとしており、技術的ドミナント・デザインは Abernathy が定義
した製品の技術的な基本設計となるもので、一方の市場的ドミナント・デザインは実際
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に市場で受け入れられた基本設計である。スマートフォンでいえば、Apple 社の iPhone
が技術的ドミナント・デザインで、実際に市場でドミナントになりつつあるのは、
Android スマートフォンである。ネットスケープ社とマイクロソフト社のブラウザ競争、
ヤフー社とグーグル社の検索エンジン競争など、初期に優位性を築いた企業が逆転され
る事例が多く観察されているが、先行者が、なぜフォロワーに覆されるのかについての
明確な回答はまだ得られていない。沼上（2009）によると、「ネットワーク外部性の比
重が高い製品・サービスの競争については、まだまだ深く考えていく余地が残されてい
る。既存のマーケティング戦略の定石がうまく機能しない可能性が高い」のである。
図表１０：iOS と Android OS の規格間競争
（出展：淺羽(1998)をもとに筆者作成）
第4節 日本のスマートフォンメーカーにおける価値創出
携帯電話市場では、お財布機能や音楽プレイヤー機能など、あらゆる機能を搭載した日
本独自のガラパゴス携帯電話が登場していた。これまで、スマートフォンにおいては、
日本独自のケータイサービスを搭載することを行っていなかったが、すべてのサービス
を詰め込んだ全部入り Android スマートフォンが登場してきている。ここで、スマート
フォンにおける基本機能・スペックとしては保存容量と捉え、スマートフォンの価格に
ついて、容量を横軸にして価格との関係を見てみる（図表１１）。ソフトバンクモバイ
ルで、機種変更を行った時の毎月の支払い額（機種代を含む）を調べると Android スマ
ートフォンでは、容量に依らずに価格が決定されている（ここで、Android スマートフ
ォンでは、内部メモリと外部メモリの合計とした）。Android スマートフォンでは、機
能と価格の一般的な関係から乖離している。iPhone のシリーズと比較して、Android ス
マートフォンの価格が高くなっている傾向がみられる。これは、スマートフォンの価格
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が容量のような客観的な価値基準のみによってきまるのであれば、同じ価格になると考
えられるが、Android スマートフォンの方が iPhone よりも高い価値を提供できている結
果である。つまり、その商品がもつ機能の価値よりも、顧客が高い価格を支払っている。
機能的価値によって決まる価格水準と、実際の価格との差異が意味的価値だと解釈でき
る。
図表１１：iPhone と Android スマートフォンの容量による支払額
（出展：ソフトバンクモバイルのホームページより筆者作成）
しかしながら、iPhone よりも価値の高い Android スマートフォンの製品群を見ると、高
機能カメラ付きスマートフォンであることが分かる。iPhone よりも意味的価値が高いよ
うに見えるのは、機能性の非常に高いカメラを搭載させているからであり、WTP が高
いのは、実は機能性が非常に高いためと考えられる。本稿の事例研究で見てきたように、
Android スマートフォンの方が、高い価値を創出する可能性が大きいにも関わらず、日
本のスマートフォンメーカーは機能性の追及に寄ってしまっており、意味的価値を創出
できていない。日本のスマートフォン市場における端末メーカー別の比較では、シャー
プ 19％、富士通 17％と、Apple 社の 21％とほぼ同じシェアになっているものの、逆転
できていないのである。日本のスマートフォン市場は、Android という国際的な OS を
採用しておきながら、日本独自の機能を搭載させ、Android スマートフォンについても、
携帯電話と同様に、ガラパゴス化を進めているのである。また、先述のように端末が持
つ顧客の所有欲をくすぐるような意味的価値の創出は、端末ラインアップの多様性のあ
る Android スマートフォンのほうが優れているポテンシャルを有しているが、日系メー
カーの多くは過度な機能向上競争を続けるあまり、みすみすそのチャンスを逃している
ともいえる。March(1991)によれば、現在の資源を活用するやり方を exploitation（活用）、
新しい可能性を探るやり方を exploration（探索）と呼び、この２つのバランスをとるこ
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とが重要であるとしている。ここで、exploitation（活用）とは、現在の組織能力を基盤
として改善や効率向上を行うことで、exploration（探索）とは、現在の組織能力とは異
なった新しい可能性を探ることである。日本の多くのメーカーは、革新的なイノベーシ
ョン（radical innovation）よりも持続的なイノベーション（incremental innovation）を得
意とする企業が多いといわれる。持続的イノベーションは、特定の性能・品質・機能と
いった価値を従来よりも優れた製品を市場化するイノベーションで、要求の厳しいハイ
エンドの顧客を狙うイノベーションであるが、持続的イノベーションではいずれは顧客
の要求水準を超えてしまうというオーバーシュート（やり過ぎ）を引き起こしてしまう。
日本メーカーの携帯電話におけるガラパゴス化などはオーバーシュートの典型である。
日本メーカーが Android スマートフォンにおいてもガラパゴス化をすすめているのは、
March のいうところの exploitation を進めているが、新しい顧客価値や意味的価値を創造
する exploration を怠っている。日本のスマートフォンメーカーは、高スペックで他社と
差別化を図るという競争に自ら突入しているのである。日本のモノづくりの技術は世界
レベルに比べて十分に勝っており、高付加価値製品を生産する技術を持っているが、単
に性能が優れているということだけでは世界と勝負することは難しい。
32
第6章 結論とインプリケーション
ネットワーク外部性により便益が高まる市場では、いかにしてネットワークの規模を
大きくするかが競争優位の源泉となるといわれている。一方で、機能や性能がユーザー
の認知レベルを超えるほど向上した市場では、機能差・性能差による製品差別化は有効
ではなく、製品に意味的価値を持たせることが有効である。本稿では、ネットワーク外
部性が有効であり、かつ意味的価値が重要なスマートフォン市場において、ネットワー
クの規模と価値がどのような関係にあるのかを分析した。iOS を基本ソフトとして搭載
する iPhone と Android OS を基本ソフトとして搭載する Android スマートフォンについ
て比較研究を行い、考察を加えることにより、ネットワーク外部性を働かせながら、意
味的価値も高めることができる製品を創出する可能性を探ることができた。Android ス
マートフォンの方が、WTP が iPhone よりも高くなっており、ネットワーク外部性によ
る機能的な価値と違った価値が関与している可能性を探ることができた。また、意味的
価値は競合企業に理解されると、機能的価値に変化することについての考察を行った。
さらに、国内のスマートフォン市場における価値の創造について考察を加えることがで
きた。これまで、ネットワーク外部性については、機能面について議論されることが多
かったが、意味的価値の側面から議論されることはなかった。ネットワーク外部性の価
値は、製品の機能における絶対的な優位性から決まるものではないが、意味的価値の高
低によっても決まるものである。顧客ニーズが複雑で、機能だけではなくデザインやブ
ランドといった情緒的なものである場合に、意味的価値の概念が重要となってくるので
ある。
実務的なインプリケーションとしては、日本のメーカーが大きな製品価値の創出を行え
る組織能力をもちながらも、それが出来ないのは意味的価値の創出を行えていないからで
あると示唆できるところにある。DVD プレーヤーをはじめとして、パソコン、携帯電話、
薄型テレビなどは、コモディティ化して価値づくりができていない大きな要因となってい
るが、スマートフォンにおいても価値の創出を行えなくなる可能性が大きい。これからの
日本企業に必要なのは、日本が得意なものづくりに活路を見出すことであり、意味的価値
の高い製品を生み出していくものづくりである。高い機能性を追求するだけでは世界と勝
負することは難しいのである。
本稿では、ネットワーク外部性の便益と情緒的な価値のトレードオフという現象をス
マートフォンの事例から分析したが、スマートフォン以外の事例を分析することが今後
の課題としてある。例えば、Amazon 社のキンドルなどの電子書籍端末もネットワーク
外部性が有効に働く製品であり、本稿と同様の分析を行うことができる。さらに、Apple
社の開発したタブレット端末である iPad と Android OS を搭載した Android タブレット
についても本稿と同じ結果が得られるのか、今後の課題である。Android タブレット端
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末については、Google 社が自社ブランドで手がける初のタブレット端末である Nexus が登
場しており、スマートフォンの事例とは違った結論が出てくる可能性もある。また、国
内市場での事例のみならず、海外市場においても同様の結論が得られるのかを考察して
いくことも今後の課題としたい。
iPhone と Android スマートフォンの事例でもみられたが、初期に優位性を築いた企
業が逆転される事例が多く観察されている。しかしながら、ネットワーク外部性が有効
に働く製品の競争戦略については、既存の戦略の定石がうまく機能しない可能性が高く、
先行者が、なぜフォロワーに覆されるのかについての回答は得られておらず、明確な競
争戦略を提示できるかは今後の課題である。
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